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昭和58年度の経済見通し

と経済運営の基本的態度

昭和58年1月　22　日

経　済　企　画　庁
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昭和58年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

昭和58年1月22日

間　　議　　決　　定

1．昭和57年度の我が国経済

昭和57年度の我が国経済は，物価の安定等を背景に，個人

消費の緩やかな増大を中心として，国内需要は回復の方向を

示したが，世界経済の停猫にともなって，輸出の減少がみら

れ，景気回復は緩慢なものにとどまった。その結果，雇用情

勢は厳しい状況にある。また，業種によっては，構造的な問
は

題を抱えた産業がみられ，規模別，地域別の披行性も依然と

して目立っている。・

政府は，昭和57年’4月，公共事業等の上期前倒しを決定し，

更に同年10月，総合経済対策を決定する等機動的かつきめ細

かな経済運営に努めてきたところである。

この結果，昭和57年度の国民総生産は266兆7千億円程度，

経済成長率は名目で5．1％程度，実質3．1％程度になる見込

みである。、

また，物価は引き続き安定基調を維持し，昭和57年度の卸

売物価の平均上昇率は1．6％程度，’消費者物価の平均上昇率

は2．7％程度となる見込みである。

2．昭和58年度の経済運営の基本的態度

昭和甲年度の我が国経済を取り巻く国際情勢をみると，景

気の回復が予想以上に遅れ厳しい経済状況にある先進諸国に
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おいて，インフレの鎮静化と米国をはじめとする高金利の是

正の動きを背景に景気の回復が期待されるこ一九　雇用情勢

は依然として深刻な状況が続くものと予想され，保護貿易主

義の高まりが懸念される。また，・発展途上国は，．多額の累積

債務を抱えるなど極めて困難な状況にある。国内的には，我

が国財政は，依然として大幅な不均衡の状態にある。

このような内外情勢に鑑み，我が国としては，物価の安定

を基礎としつつ，国内民間需要を中心とした景気の着実な回

復を図り，持続的な安定成長を達成し　雇用の安定を確保す

る一方，行財政改革を着実に推進し，また自由貿易体制の維

持・強化を基本として，調和ある対外経済関係を確立するこ

とが必要である。

このような基本認識の下に，昭和58年度の経済運営の基本

的態度として，

第一は，国内民間需要を中心とし牢景気の着実な拡大を実

現し，雇用の安定を図ることである。

このため，引き続き適切かつ機動的な政策運営に努め，民

間活力が最大限に発揮されるよう環境作りを行う必要があり，

設備投資，技術革新投資等積極的な民間投資の喚起を促し，

産業構造の高度化，生産性．の向上を図る。あわせて，．内外の

経済動向を注視しつつ，金融政策についても，引き続き適切

かつ機動的な運営に努めていくこととする。

住宅建設については．，住宅が国民生活の基盤であるこ．とか

ち，地価の安定，宅地の円滑な供給を図りつつト引き続きそ
Ｊ
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の促進に努めるｄ

構造的問題を抱えている基礎素材産業等については，・・きめ

細かな不況産業対策等を実施するとともに，・剛、企業につい

ては，中小企業対策の円滑な推進を図り，その経営の安定化

に努める。．

更に，雇用情勢の変化に即応して・・失業の予防・再就職の

促進等の雇用対策を機動的に推進する。

第二は，物価の安定基調を維持することである0最近の物

価動向は，牒定した推移をみせているが，物価の安定は国民

生活安定の基本要件であり，・経済運営や基盤をなすものであ

る。この基本的認識の下に・引き続き通貨供給量を注視する

とともに，生活関連物資等の安定的供給の確保や価格動向の

調査・監視，輸入の活用・欄生産性部門及び流通の合理化の

促進，競争政策の推進等各般の対策を総合的に講ずる0また・

公共料金については，牒常の徹底した合理化を前提とし，受

益者負担を原則としつつ，物価及び国民生活に及ぼす影響を

十分考慮して厳正に取り扱う0

第三は，行財政改革を強力かつ総合的に推進することであ

・る。．行政改革は，行政をこれから・の時代にふさわしいものに

作り翠えていこうとするものであり・・引き続きその推進に努

める。我が国財政については，巨額の国債累積と大幅な財政

赤字により経済運営の政策選択の幅も狭まり・1来た卑べき経

・済社会情勢の変化に対応することが困難となうているｄ・この

・；・ため，昭和58年度予算印いても，歳出の徹底した節減合理
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化を中心に財疎の対応力の回復を図り，財政の改革に向けて

努力を傾注する。

第四は，国際協調の下，調和ある対外経済関係を形成する

ことである。世界経済における我が国の課題は，高まりつつ

ある保護主義を防止し，自由貿易体制の維持・強化と世界経

済の再活性化に積極的に貢献することである。こ甲ため，貿

易の拡大均衡に努め，引き続き一層の市場の開放，輸入の促

進，摩擦なき輸出の確保，産業協力，先端技術分野の協力等

に努める。また，南北間の対話を推進するとともに，発展途

上国については，政府開発援助の新中期目標の下に経済協力

の積極的かつ効率的な実施を図る。

第五は，今後策定が予定される新経済計画において示され

る長期的視野からの経済放会の展望と経済運営の指針により，

我が国経済社会の中長期的に均街のとれた鞄展の基礎作りを

行うことである。

中長期的にみた我が国経済の基本的課題は，サービス経済

化．の進展など経済・社会構造の変化に対応しつつ適度な成長

の下での完全雇用の達成と物価の安定及び行財政の改革を実

現することである。こうした課題の廟決を図りながら，2憎

紀に至る長期的な流・れを踏まえ，、経済摩擦の解消を図りつつ，

世界経済の発展に積極的に貢献すろとともに，ゆとりと活力

のある安定社会，良質な国土・居住空間の形成に努め，創造

的技術の研究開発，産業構造の高度化等により，活力ある経

済社会の建設をめざす。その際，・中長期の資源エネルギー情
－　4　－

勢を踏まえ七，石油の安定供給の確保等を図り・環境の保全

に留意しつつ，原子力その他の石油代替エネルギーの開発・

導入の促進に努めるとともに，省エネルギーの推進を図る0

同時に，石油等の備蓄の推進を図る。また，・農業の生産性の

向上を促進し，総合的な食料自給力の向上を図る0更に，科

学技術の振興等に引き続巷努める。

3．昭和58年度の経済見通し

上記のような経済運営の下において，昭和58年度の経済見

通しは，概ね次の通りである。なお，我が国経済は民間活動

がそ’の主体をなすものであること，また，殊に国際環境の変

化には予見し難い要素が多いことに鑑み，これらの数字はあ
ｌ

る程度の幅をもって考えられるべきである。

（1）民間最終消費支出は，物価の安定等を基礎として回復を
ＩＩ

続－け，前年度比7．4％程度の増加を示すものと見込まれる0
！

民間投資は・，住宅投資が前年度比4・3％握度の増加を示し・

また，設備投資は前年度比3・9％程度の増加となり，在庫

投資は1兆4千億円程度になるものと見込まれる。

政府支出は，ノ前年度比0．4％程度の増加（政府の固定資

本形劇ま前年度比1．6％程度の減少）．を示すものと見込ま

れる。

鉱工業生産は，前年度比4．4％程度の拡大を示すものと

見込まれる。

また，就業者数は前年度比1・0％程度増加するものと見
－　5　－
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’込まれる。

（2）物．価は，引き続き安定的に推移し，卸売物価は1．1％程

度，消費者物価は3・3％程度の上昇と見拳まれる。

（3）国際収支については，輸出入とも緩やかながら回復を示

すことが見込まれる。この結果，貿易収支は5兆1千億円

程度（注1）の黒字となり，経常収支も2兆3千億円程度

（注2）の黒字となるが，基礎収支では均衡に近い姿とな

るものと見込まれる。

（疎1）200億ドル程度　（注2）90恕ドル程度

（4）以上の結果，昭和58年度の国民総生産’は281兆7千億円

・程度となり，名臥　実質成長率はそれぞれ5．6％程度，3．4

％程度となるものと見込まれる。
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1．国　民　総　生　産

主　要　経・済　指一標

56　 年　 度

（実　 績 ）

5 7　 年　 度

（実 凍 見 込 み ）

58　 年　 度

（見 通 し ）

対 前 年 度 比 増 減 率

5 7年 度 5 8年 度

民 間　 最　 終　 消　 費　 支　 出

名 目 ・兆 円 名 目 ・兆 円 程 度 名 目 ・兆 円 ‡呈度 財 程 度 ％程 度

14 7 ．1 15 7 ．6 16 9 ．3 7 ．2 7 ．4

民　　　 間 ・　 住　　　 宅 1 4 ．8 1 5 ．1 1 5 ．8 1 ．9 4 ．3

民　 間　 企　 業　 投　 備 3 9 ．1 3 9 ．2 40 ．7 0 ．2 3 ．9

民　 間　 在　 庫　 品　 増　 加 1 ．4 1．0 1 ．4 △　 2 7 ．6 3 7 ．8

政　　 府　　 支　　 出 4 9 ．7 5 1 ．4 5 1．6 3 ．3 0 ．4

†
最　 終　 消　 費　 支　 出 2 5 ．9 ． 26 ．9 2 7 ．6 3 ．8 2 ．3

国　 軍　 資　 本　 形　 成 2 4 ．0 24 ．5 2 4 ．1 1 ．8 △　 1．6

輸 出 と 海 外 か ら の 所 得 4 亭・3 4 5 ．1 4 6 ．6 4 ．0 3 ．5

く控 除 ） 輸 入 と 海 外 へ の 所 得 4 1．6 ‘1 4 2 ．6 由 ．7
2 ．5 2 ，5

国　　 民　　 総　　 生　　 産 ‘2 53 ．8 26 6 ．7 2 8 1 ．7 5 ．1 5 ．6

（同　 ・　 実　　　　 質 ）
－ － －

3 ．1 3 ．4

（上記の削†数は，昭和50年基準による。）

2．労　働・雇　用

56 年 度

（実　 績）

57 年 度

（実績見込み）

58 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

57 年 度 58 年 度

総　　　　 人　　　　 口

万人 万人程度 万人程度 ％程度 ％程度

11．78 2 1 1．86 0 1 1．93 0 0 ．7 0 ．6

15　才　 以　 上　 人 ．口 9，03 7 9．14 0 9．25 0 1．1 1．2

労　 働　 力　 人　 口 5．72 1 5．78 0 5．83 0 1 ．0 0 ．9

就　 業 ‘ 書　 籍　 数 5 ，59 4 5．64 0 5，69 5 0．8 1．0

雇　 知　 者　 総　 数 ．． 4．04 8 4．10 5 4．16 0 1 ．4 1．3
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3．生　産　活　動

57　 年　 度

（実 績 見 込 み ）

58　 年　 度

（見 通 し ）

鉱 工 業 生 産 指 数 ・増 減 率

％ 程 度

1 ．0

％ 程 度

4 ．4

農 林 漁 業 生 産 指 数 ・　 〝 3 ．0 2 ．7

国 内 貨 物 輸 送 （ト ン ・キ ロ ）・　 〝 △　　　 2 ．3 △　　　 0 ．3

国 内 旅 客 輸 送 （人 ・ キ ロ ） ・　 〝 2 ．7 2 ．5

4．物　　　価

57　 年　 度

（実績 見 込 み ）

58　 年　 度

（見 通 し）

総 合 卸 売 物 価 指 数 ・騰 落 率

％程度

1 ．6

％程度

1．1

消 費 者 物 価 指 数 ・　 〝 2 ．7 ‘ 声・3

5．国　際　収　支

56 年 度

（実　 績 ）

・57 年 度

（実績見 込み）

58 年 度

（見通 し）

対 前 年 度 ．比 増 減 率

57 年 度 58 年 度

（往1）
兆円 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度

鐙　 ．常　　 収　　 支
（注2）

貿　 易　 収　 支

1．4 1．8 2 ．3 － －

4．7 4．9 5．1 － －

輸　　　　　 出 3 4．0 34．7 36．0 2 ．1 3．7

輸　　　　　 入 29 ．4 29．9 30 ．9 1．7 3．3

（往1）　56年度59億ドル，57年度70億ドル程度．58年度90億ドル程度。

（注2）　56年度204億ドル，57年度190億ドル程度，58年度200億ドル程度。

（備考）上記の緒計数は，現在考えられる内外環境甲跨与件を前提とし，本文において表明され

ている経済運営の下で想定された昭和弱年虔経済の姿を示すものであり，我が国経済は民

間活動がその主体をなすものであること，また，殊に国際環境の変化には予見し難い要素

が多いことに鑑み，これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。

－　8　－

参　考　資　料

第1表　　実　質　国　民総支　出

ｌ

対 前 年 度 比 増 減 率

5 7　 年　 度

（実 績 見 込 み ）

58　 年　 度

（見 通 し ）

主

要

眉 間 最 終 消 費 支 出

％ 程度

4 ．3

好 程 度

3 ．9

民　　 間 ‾　 住　　 宅 0 ．5 2 ．6

民　 間　 企　 業　 投　 備 2 ．0 2 ．9

項 政　　 府　　 支　　 出 3 ．3 △　　 0 ．7

目
輸 出 と 海 外 か ら の 所 得 1 ．6 3 ．3

輸 入 と 海 外 へ の 所 得 1 ．6 0 ．6

国 民 総 支 出 （＝ 国 民 総 生 産 ） 3 ．1 ．3 ．4

う　 声　 国　 内　 需　 要 3 ．2 2 ．9

第2表　　　　　　　国　　民　　所　　得

56 年 度

（実　 績 ）

5 7 年 ‘度

（実 凍 見 込 み ）

58 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

5 7 年 度 58 年 度

、雇　 用　 者　 所　 得

兆円 兆 円程度 兆円程 度 ％程度 ％程度

14 0 ．9 1 49 ．8 1 59 ．7 6 ．3 6 ．6

財　　 産　　 所　　 得 3 1．2 32 ．2 3 4 ．7 3 ．2 7 ．8

企　　 業　　 所　　 得 4 0 ．4 4 2 ．3 4 5 ．0 4 ．9 6 ．4

（控 除 ） 一 般 政 府 ・消 費

者 負債 利 子 等
10 ．0 ‾　 1 1．6 13 ．2 15 ．4 14 ，2

合 計 ．： 国　 民 ・所　 得 20 2 ．4 2 1 2 ．7 ． 2 26 ．2 5 ．1 6 ．3 ・

（以上の緒計数は．昭和50年基準による。）
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昭和59年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

昭和59年2　月　8

閤　　議　　決

虚

1　昭和58年度の我が国経済

昭和58年度の我が国経済は，米国を中心とする世界景気の

回復，原油価格の低下による交易条件の改善，在庫調整の終

了，物価の安定等を背景として輸出及び生産が増加するなど，

景気は緩やかながら着実な回復を示した。こうした中で，国

内需要は，緩やかな伸びであったか，徐々に持ち直しの動き

を強めた。また，景気動向には，業種別，地域別のは行性が

見られた。雇用情勢は，厳ＬＬ．、状況が続いたが，年度後半に

草り改善の動きか見られた。盈粘鯛収支はかなり・の黒字

を示している。

政府は，昭和58年4月に公共事業等の前倒し執行等を内容

とする「今後の経済対策について」を決定するとと．もに，同

年10月には，内需拡大による景気振興，市場開放，輸入促進

等を柱とする「総合経済対策」を決定する等，機動的かつき

め細かな経済運営に努めてきたところである。

この結果，昭和58年度の国民総生産は279兆5千億円程度，
1

経済成長率は名目で4．5パーセント程度，実質で3．4ノヾ－セ

ント程度になる見込みである。

また，物価は安定した状態で推移し，昭和58年度の卸売物

価は2．3パーセント程度の下落，消費者物価は2．0パーセン

ト程度の上昇となる見込みである。
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2　昭和59年度の経済運営の基本的態度

昭和59年度の我が国経済を取り巻く国際情勢を見ると，米

国を始めとする先進諸国の景気は，国別は行性はあるものの，

原油価格の安定，物価の落ち着き等を背景として引き続き回

復が期待される。ただ，雇用情勢は，米国では改善傾向が見

込まれるものの，総じてなお深刻な状況が濃くものと予想さ

れ，依然として保護主義の高まりが懸念される。またト発展

途上国は，先進諸国経済の回復に伴い，景気は徐々に回復に・

向かうことが期待されるが，多額の累積債務考抱えるなどな

お困難な状況にある。

国内的には，我が国財政は依然として大幅な不均衡の状態

にある。一方，内外経済環境の好転か見込まれる中で民間の

経済活力のより一層の発揮が期待される。

このような情勢の下で，我が国としては，「1980年代経済

社会の展望と指針」において示された方向に沿って，物価の

安定を基礎としつつ，国内民間需要を中心とした景気の着実

な拡大を図り，持続的な安定成罠を達成し，雇用の安定を確

保する一方，・行財政改革を着実に推進し，また，自由貿易体

制の維持・強化，調和ある対外経済開．係の形成及び世界経済

活性化への積極的貢献を図っていく必要がある。

このような基本認識の下に，・昭和59年度の経済運営の基本

的態度として，

第一は，国内民間需要を中心とした景気の持続的拡大を図

るとともに，雇用の安定を図ることである。
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このため，引き続き適切かつ機動的な経済運営に努め・特

に；民間活力が最大限に発揮されるよう・な環境の整備を行い，

設備投資等積極的な民間投資の喚起を促すとともに・公共的

事業分野への民間活力の導入を促進する0また，・内外経済動

向及び国際通貨情勢を注視しつつ，金融政策の適切かつ機動

的運営を図る。

住宅建設については，地価の安定，宅地の円滑な供給を図

りつつ，引き続きその促進に努める0

中小企業については・経営の安定と活力ある中小企業の育

成の観点から，中小企業対策の円滑な推進を図る0

さらに，労働力需給構造の変化に対応して・失業の予防，

再就職の促進等の雇用対策を推進する0

第二は，物価の安定基調を引き続き維持することである0

最近の物価動向は安定的に推移しているが・物価の安定は・

国民生活安定の基本要件であり，・均衡のとれた経済発展の基

盤をなすものである0こ．のような観点から，引き続き通貨供

給量を注視するとともに・生活関連物資等の安定的供給の確

保や価格動向の調査・・監視・輸入の活用，低生産性部門及び

輸入品を含めた流通の一層の合理化の促進，競争政策の推進

等各般の施策を総合的に実施する0

また，公共料金については，瀾常の徹底した合理化を前提

とし，受益者負担を原則としつつ，物価及び国民生活に及ぼ

す影響を十分に考慮して厳正に取り扱う0

．第三は，行財政改革を弓細に進めることである0
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経済社会の発展のための新しいエネルギーを発揮できるよ

うに行政の姿をこれからの時代にふさわしいものとしていく

観点から，引き続き行政の役割を抜本的に見直し，筒素化

効率化を図るべく行政改革の推進を図る。

また，我が国の財政は，巨額の国債累積と大幅な財政赤字

により経済運営の政策選択の蘭も挟まり，来るべき経済社会

情勢の変化に対応することが困難となっている。このため，

昭和59年度予算においても，歳出の徹底した節減合理化を中

心に財政の対応力の回復を図る等財政改革の推進を図る。
ｌ

第四は，国際協調の精神の下に，自由貿易体制の維持・強

化のため率先して努力するとともに，調和ある対外経済関係

の形成と世界経済活性化への積極的貢献を図っていくことで

ある。

このため，保護貿易主義に対する巻き返しを図るペく，貿

易の拡大均衡を目指し，引き続き一層の市場の開放，輸入の

促進及び特定品目に係る節度ある輸出の確保を図るとともに，

資本流人の促進，円による国際取引の促進及び金融・資本市

場等の環境整備に努める。加えて，‾新たな多角的貿易交渉開

始準備の促進への貢献を行う。また，先端技術分野での協九

‘投資交流等産業協力を積極的肛推進する。さらに，発展途上

国の経済社会開発に頸するため，政府開発援助の新中期目標

の下に経済協力の一層の充実と効率・効果的推進を図る。

第五は，活力ある経済社会と安心で豊かな国民生活の’実現

を目指し，我が国経済社会の中長期的な発固基盤の整備を図
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ることである。

このため，将来の我が国経済社会の活力の源泉である創造

的技術開発を推進するとともに，創造的知識集約化等による

産業構造の高度化，高度情報社会へ向けての基盤整備を進め

るほか，都市再開発等の分野への民間活力の導入の促進等に

ょる民間活力の維持・形成を図り，さらに，重要物資の安定

供給の確保等経済社会安全の確保を図る。この際，資源・エ

ネルギーについては，中長期的な動向を踏まえ，環境保全に

留意しつつ，経済性，セキュリティ等についてバランスの一と

れた最適ミックスを目指し，石油の安定供給の確保，原子力

その他の石油代替エネルギーの開発・導入，省エネルギーの

推進，石油等の備蓄の推準等を図る。農業については，生産

性の向上を促進し，総合的な食料自給力の向上を図る。また，

特色・創意を生かした地域経済の自立的発展を促進するとと

もに，国民が豊かな居住環境を享受できるよう良質な国土・

居住空間の形成等に努める。

3　昭和59年度の経済見通し

上記のような経済運営の下において，昭和59年度の経済見
．

通しは，おおむね次のとおりである。なお，我が国経済は民

間活動がその主体をなすものであること，また，殊に国際環

境の変化には予見し難い要素が多いことにかんがみ，これら

の数字はある程度の幅をもづて考えられるべきである。

Ⅲ　民間最終消費支出は，物価の安定等を基礎として回復を
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続け，前年度比7．1パーセント程度の増加を示すものと見

込まれる。民間投資は，住宅投資が前年度比6．6パーセン

ト程度の増加を示し，また，設備投資は前年度比6．1パー

セント程度の増加となり，在庫投資は1兆3千億円’程度に

．なるものと見込まれる。

政府支出は，●前年度比1．5パーセント程度の増加（政府

の国定資本形成は前年度比1．3パーセント程度の減少）を

示すものと見込まれる。

鉱工業生産は，前年度比6．4パーセント程度の拡大を示

すものと見込まれる。

また，就業者数は前年度比1．4パーセント程度増加する

ものと見込まれる。

（2）物価は，引き続き安定的に推移し，卸売物価は1．0パー

セント程度，消費者物価は2．8パーセント程度の上昇と見

込まれる。

（3）国際収支については，輸出入とも増加す・ることが見込ま

．れる。その結果，貿易収支は8兆円程度（往1）の黒字と

なり，経常収支も5兆4千億円程度（往2）の黒字となる

と見込まれるが，長期資本収支の赤字により基礎収支で堕

均衡に近い姿となるものと見込まれる。

（注1）340億ドル程度　　（注2）230億ドル程度

（4）以上の結果，昭和59年度の国民総生産は296兆円程度と

なり，名目，実質成長率はそれぞれ5．9パーセント程度，

4．1パーセント程度となるものと見込まれる。
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1．国　民　総　生　産

主　要　経　済　指　標

57　 年　 度

（実　 績）

5 8　 年　 度

（実績見込 み）

59　 年　 度

（見通 し）

対前 年度比増減率

5 8年度 5 9年度

民　 間　 最　 終　 消　 費　 支　 出

名目 ・兆円 名目・兆円程度 名目 ・兆円程度 ％程度 ％程度

1 57．7 1 6 5．8 17 7 ．6 5．1 7．1

民　　　 間　　　 住　　　 宅 15．2
9

1 4．4 1 5．3 △　 5 ．7 6 ．6

・民　 間　 企　 業　 設　 備 4 0．0 40 ．4 4 2．9 1．0 6．1

民　 間　 在　 庫　 品　 増　 加 1．1 0．7 1．3 △　 3 9 ．8 8 7．0

政 ・　 府　　　 支　　　 出 50 ．6 5 2．3 5 3．1 3 ．3 1．5

最　 終　 消　 費　 支　 出 27 ．0 2 8．3 2 9．4 4 ．7 3．9

固　 定　 資　 本　 形　 成 23．9 2 3．9 2 3．6 △　 0 ．0 △　 1．3

輸 出 と 海 外 か ら の 所 得 43 ．9 4 4．0 4 6．6　＿ 0 ．3 5．8

（控除）輸入 と海外 への所 得 4 1．2 3 8．1 4 0．7 △　 7 ．6 6．8

国　　 民　　 総　　 生　　 産 2 67 ．4 2 7 9．5 2 9 6．0 4．5 5．9

（同　 ・　 実　　　　 質 ）
－ － － 3．4 4．1

2．労　働・雇　用

57 年 度

（実　 績 ）

58 年 度

（実 損 見 込 み）

・5 9 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

58 年 度 59 年 度

総　　　 ‾人　　　　 口

万 人 万人程度 万 人程度 ％程度 ％程 度

1 1 ．8 6 2 11 ．9 4 5 12 ．0 25 0 ．7 0 ．7

15　 才　 以　 上 ．人　 口 9 ．1 4 5‘ 9 ．2 6 0 9 ．38 ｂ 1．3 1 ．3

労　 働　 力　 人　 口 5 ．8 0 7 5 ．9 0 0 5 ．9 7 5 1．6 1 ．3

就 ‘業　 者　 総　 数 5 ．6 6 4 5 ．7 4 5 5 ．8 2 5 ▼1．4 1．4

雇 ・用　 者　 総　 数 4 ．12 5 4 ．23 0 4 ，3 1 5 2．5 2 ．0
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3．生　産　活　動

58　 年　 度

（実 績 見 込 み ）

5 9 ．年　 度

（見 通 し ）

鉱 工 業 生 産 指 数 ・増 減 率

％ 程 度

6 ．1

一　　　　 ％ 程 度

6 ．4

農 林 漁 業 生 産 指 数 ・　 〝 1 ．7 ａ．3

国 内 貨 物 輸 送 （トン ・キ ロ）・　 〝 　 0 ．7 2 ．3

密 内 旅 客 輸 送 （人 ・キ ロ ） ・　 〝 2 ．3 2 ．7

4．物　・戯

58　年　 度

（実績 見込み）

59　年　 度 ・

（見通 し）

総 合 卸 売 物 価 指 数 ・騰 落 率

％程度

△　　　 2 ．3

％程度

1．0

消 費 者 物 価 指 数 ・　 〝 2．0 2．8

5．国　際・収　支

57 年 度

（実　 績 ）

58 年 度

（実績 見込 み）

59 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

58 年 度 59 年 度

（往ｌ）
兆円 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度

経　　 常　　 収 ， 支
（注2）

貿　　 易　 収　 支

2．3 5．5 5．4 － －

5．0 ・8．1 8 ．0 － －

輸　　　　　 出 33．9 35．1 37 ．0 3．4 5．4

輸　　　　　 入 2乱9 27．0 29 ．0 △　　 6．6 7．4

（注1）　57年度91億ドル，58年度230億ドル程度，59年度230線ドル程度。

（往2）　57年度201億ドル，58年度340億ドル程度，59年度340億ドル程度。

（備考）　以上の緒計数は，現在考えられる内外環境の緒与件を前提とし，本文において表明され

ている接頭運営の下で想定された昭和59年度経済の姿を示すものであり，我が国経済は民

間活動がその主体をなすものであること，また．殊に国際環境の変化には予見し難い要素

が多いことにかんがみ．これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。
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参　考　資　料

第1表　　実質国民総支出

対 前 年 度 比 増 誠 率

58　年　 度

（実績見込み）

59　年　 度

（見通し）

主

要

項

民 間 最 終 消 費 支 出

％程度

3，2

％程度

4．1

民　　 間　　 住　　 宅 △　　 5．1 5．2

民　 間　 企　 業　 設　 備 2．8 5．1

政　　 府　　 支　　 出 3．1 0．2

目
輸出 と海外 からの所得 6．Ｊ 5．3

輸 入 と海 外 へ の所 得 △　　 0．0 4．6

国 民 総 支 出 （之国民総生産） 3．4 4．1

う　 ち　 国　 内　 需　 要 2．3 3．9

第2衰　　　　　　国・　民　　所　　得

5 7 年 度

（実　 績 ）

58 年 度

（実 績 見 込 み ）

59 年 度

（見 通 し ）

対 前 年 度 比 増 減 率

5 8 年 度 59 年 度

雇　 用　 者　 所　 得

兆円 兆 円程度 兆 円程度 ％程 度 ％程度

1 4 9 ．2 15 8 ．3 1 6 9 ．0 6 ．1 6 ．8

財　　 産　　 所　　 得 3 1 ．9 3 4 ．2 3 6 ．4 7 ．2 ，6 ．5

企　　 業　　 所　　 得 4 2 ．1 4 3 ．8 4 6 ．2 4 ．0 5 ．6

（控 除 ） 一 般 政府 ・消 費

者 負債 利 子 等
1 1．3 1 3 ．2 1 4 ．4 1 6 ．1 8 ．7

合 計 ；‘国　 民　 所　 得 2 1 1 ．8 2 2 3 ．0 23 7 ．3 5 ．3 6 ．4
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